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1 亀

福知山市水道事業

ΣF; 成

'

26

阜

年 度

計
.^

1(水道)

会



1予算第2条業務の予定量

①給水戸数
②年間総給水量
③一日平均給水量
④主要な建設改良事業

2 予算第3条及び第4条

区

事

28,000
フ,785,320

21,330
老朽管更新事業、堀浄水場緩速ろ過池更新事業

給水収益

分

受託工事収益

、 ノ

ノコ

n1

n1

、

業

その他営業収益

26

収

予定額

受取利息、

府

他会計補助金

1,291,584

収

盲知一水道事

補

37,413

消'税及び地方
消費税還付金

入

水道料金

助

38,558

長期則受金戻入

備

益

金

雑

利特

益別

1,751

考

33,196

、

固定資産売却益

収

、△量十予六

金利
付金利

」ヒ

9,287

一般会計補助金

うち消贄税及ぴ
地方消費税予定額

計(A)

益

24,272

加

府補助金

219,555

71

37,583
904

的

業

出

92,646

入

補

23 667

1,420
331

舌

債

資

固定資産売却代金

不用品売

賃貸
そ の

0

2 720

1,682,003

金

助

2,790

士地売却

金

950,000

"収益
料
他

分

計(C)

金

原水及び浄水費

事

52,734

132

3,305

20,230

70,031

支

24,272

予定額

3,982

配水及び給水費

22,150

1,098,897

業

府補助金

業

1,754

265,629

出

受託工事費

( A')121,462

備

費

費

251,054

考

3,907

係

(単位:千円)

55,090

106,076
26,953
5,854

71,656

減価償却費

用

うち消賢税及ぴ
地方消税予定額

35,631

費

資産減耗費

用

( C')3,907

39,634

75,011

104,160

2,047
30,202

198,916

その他営業費用

15,192

支払'利息

693,471

雑

1,296
34,000

335

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

5,061

14,437

支

固定資産除却費
たな卸資産減耗費

111,989

29,787

8,543
48,597

36

出

196,588

材料売却原価

2,637

686,050

フ,421

企業債利息、
リース債務支払利息、

2,686

5,835

4,911
150

不用品売却原価
その他

194,939

1,649

1,330
1 356

98

3 (水道)

＼
ム
ひ

費
費
費
費
他

件
力
繕
品
の

人
動
修
薬
そ

費
料
費
費
他

件
託
繕
料
の

人
委
修
材
そ

料
費
他

負
託
請
の

事
委
工
そ

費
料
費
他

件
託
繕
の

人
委
修
そ

営

、
令

益
益
料

去
収
数

売
収
数

斗材
雑
手

息
息

収
入

預
貸

営
業
外
費
用

営
業
収
益

営
業
外
収
益

資
本



収益的収入及び支出

{( A )ー( A')}ー{( B )ー( B')}

資本的収入及び支出

( C )

補てん財源

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

損益勘定留保資金

減債積立金

予算第5条3

闇

( D )

゛

予算第6条

予算第7条

△ 72,170 千円(当年度純損失)

継続費

総額

年割額26年度

年割額27年度

企業債

各項の経費の金額の流用

営業費用と営業外費用との間

他会計からの補助金

たな卸資産購入限度額

△ 571,872 千円(不足額)

予算第8条

予算第9条

81,867 千円

460,005 千円

30,000 千円

損特

失別
その他特別損失

1,332,000 千円

800,200 千円

531,800 千円

950,000 千円

予 備

資

計(B)

費

施設拡張費

20,339

本

33,196 千円

12,565 千円

施設改良費

的

1,620

固定資産購入費

1,671,031

福利
損

支

事

企業債償還金

出

10,604

12,084
2,185

6,070

務

1,109,350

配水設備費
メーター設備費

費

4 (水道)

原浄水設備費
配水設備費

計(D)

42,168

'

固定資産購入費
リース資産購入費

50,539

458,108

9,500

1,104

120

( B')38,320

850,950
258,400

1,670,769

20,769

21,399

703

32,490

18,049

82,173

1,538

1,360

85,フ74

当
費
失

定
倒

手
法
貸

費
料

件
託

事
業
費
用

人
委

建
設
改
良
費

4
 
5

6
 
7



1

款

業

、 ノ

収

、

26

益

声

1

盲矢Π

項

業

水道事

収

2

収

、

益

~△言十予一

業

ひ

目

外

1

入

加

収

2

施斗百

受託工事収益

益

3

水

その他営業収益

収

予

3

1

特

2他

益

3

別

取

額

補

4

1,682,003

計補助金

消費税及び地方消費税
金寸

、^

利

利

1,367,555

5 長期則受金戻入

助

益

1,291,584

6

』、

うち消費税及び地方消費税予定額

雑

37,413

備

,ノ、、

1

38,558

固定資産売却益

収

311,728

(単位:千円)

考

1,751

益

33,196

9,287

121,462

24,272

219,555

95,436

23,667

92,646

2,720

2,720

2,790

26,026

24,272

1,754

5 (7k道)

定

受

会

営

営



1

款

業 費 用

1

項

業 費

支

用

目

1

出

原水及び浄水費

2

2 配水及び給水費

3又

業

4

予

ボひ

口

外

3

5

特

減

費

工

トエ゛

6 資

価

保

事費

4

用

7

別

額

その他営業費用

予

産

償

1,671,031

損

減

却

1 449,798

費

1 支

備

耗

失

費

2

うち消費税及び地方消費税予定額

265,629

雑

費

払

2駐,054

備

費

1

35,631

利

6 (水道)

その他特別損失

支

198,916

1

693,471

(単位:千円)

考

予

出

5,061

備

199 274

36

38,320

196,588

38,102

費

15,192

2,686

20 339

14,437

20,339

2,637

1 620

5,835

1,620

98

98

"

120

120

自
山

営

営



1 資

款

本 的 収 入

1

項

ノ＼

7

2加

業

0、"

3

収

出

入

債

4

ひ

目

補

資

玉.

1

入

ノ＼

5 固定資産売却代金

助

金

1 加

業

予

金

入

ナ」→

債

般会計出資金

額

国

金

1,098,897

府補助

950,000

土地売却代金

うち消費税及び地方消費税予定額

950,000

52,734

備

金

52,734

70,031

(単位:千円)

70,031

考

3,982

3,982

22,150

3,907

22,150

3,907

3,907

フ(水道)



1 資

款

本 的 支 出

1

項

建 改 良

支

2

費

企業債償還金

目

1

出

施

2 施

3 固定資産購入費

拡

4

予

事

改

張

良

費

1

ナ」→

企業債償

務

費

額

1 670,769

費

1 212 661

うち消費税及び地方消費税予定額

10,604

1,109,350

金

備

42,168

8 (水道)

50 539

458,108

(単位:千円)

考

458,108

85,フ74

85 774

703

82,173

1,538

1,360

、
、
、
髞

設

還

設



、 ノ
、

26

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

固定資産除却費

賞与引当金の増加額

長期前受金戻入額

受取利息、

支払利息

固定資産売却益

未収金の増加額

未払金の減少額

たな卸資産の増加額

預り金の減少額

その他流動資産の減少額

小計

利息、の受取額

利息、の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

声 盲知一水道
(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

、

゛シュ.フロー言十六小聿J_ノ'、、^ J.^声
、、

(単位:円)

△ 72,170,000

693,471,000

4,900,000

14,416,000

△ 219,555,000

△ 1,751,000

196,588,000

△ 2,720,000

△ 6,802,000

△ 35,704,000

△ 2,898,000

△ 12,000

3 704 000

571,467,000

1,751,000

△ 196 588 000

376,630,000

9 (水道)



2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

投資活動に伴う未収金等の債権の減少額

投資活動に伴う未払金等の債権の増加額

長期前受金の受け入れによる収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

リース債務の返済による支出

財務活動に伴う未払い金等の債権の増加額

他会計からの出資による増加額

財務活動によるキャッシュ・フロー

七

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,105,488,000

24,870,000

59,502,000

49,907,000

10 (水道)

52 809 000

△ 918,400,000

950,000,000

△ 4認,108,000

△ 21,399,000

1,498,000

70 031 000

542,022,000

252,000

966 511 000

966 763 000



1 総括

区

損益勘定支弁職員

刀

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

職員数(人)

特別職

資本勘定支弁職員

暑十

比

0

一般職

心、

損益勘定支弁職員

東支

資本勘定支弁職員

0

23

き十

イ△、
ノ、

1、

4

J、ロ

27

与

手当の内訳

料

25

ヨ十

△1

88,810

2

17,084

If口

27

105,894

△1

細き

△2

賃

区分

104,353

2

金

本年度

8,729

与

34,670

0

113,082

△ 15,543

前年度

34,670

手

比較

費

8,355

扶養手当

37,912

△ 7,188

当

47,301

37,912

△ 3,242

2 874

9,520

特別
調整額

56 821

3,780

54,645

計

△ 3,242

△ 906

170,781

3,527

4,221

住居手当

58,866

26,604

△ 7,344

4,899

法定福利費

197,385

△ 1,372

2,868

196,910

5,299

通勤手当

△ 2,0妬

12,950

2,190

34,532

209,860

(単位:千円)

△ 26,129

1,687

5,866

特勤手当

678

40,398

13,654

2,149

△ 12,475

38,580

・十

△ 462

管理職員
特別手当

205,313

2,864

72

41,444

32,470

△ 4,048

320

237,783

△ 248

235,490

3,002

超勤手当

152

△ 1,046

15,814

128

251,304

△ 30,17フ

フ,459

期末手当

24

16,656

5,100

(単位:千円)

△ 13,521

、

25,103

2 359

勤勉手当

26,870

△ 1,767

13,079

13,430

△ 351

Ⅱ(水道)

^
口

^
口

本
年
度

前
年
度

^



2 給料及び手当の増減額の明細

区:づ) 増 減額

給料

増減事由別内訳

給与改定に伴う増減分

△ 7,188

手当

昇給に伴う増加分

その他の増減分

△ 2,045

制度改正に伴う増減分

0

明

その他の増減分

1,209 定期昇給によるもの

△ 8,397 職員の異動等によるもの

備

12 (フk道)

0

△ 2,045

(単位:千円)

考

職員の異動等によるもの

管理者にかかる給料等

管理者にかかる手当等

号



3 給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

26年1月1日現在

区

25年1月 1日現在

刀

平均給料月額

平均給与月額

(3)級別職員数

S^

平均給料月額

.一

区

平均給与月額

年

(単位:円・歳)

平

刀

企業職

齢

均

328,278

年

26年1月 1日現在

340,981

齢

級

42.3

(2)初任給

337,270

企

362,174

区

2

45.6

3

業

職員数(人)

4

刀

5

校

職

短

6

3

卒

7

大

構成比(%)

大

14

・十

企業職

卒

5

11.1

2

卒

140,100

3.フ

区

51.9

27

152,800

18.5

刀

フ.4

"ル

行政職

(単位:円)

172,200

3.フ

25年1月 1日現在

斗

3.フ

140,100

100.0

級

152,800

ノ、

2

172,200

3

業

職員数(人)

4

5

職

6

3

7

0

構成比(%)

・十

U

6

12.5

2

0.0

45.8

24

25.0

4.2

8.3

4.2

100.0

13 (7k道)

会

一
局

学



(級別の標準的な職務内容)

区 刀

企業職

1級

(4)昇給

事補
事

2級

本

職

区

チ卜

事

年

給に係る職員数

3級

員

ノJ

主
係

査
長級

度

号給数別内訳

4級

(A)

比

課長補佐級

(B)

2号給

( B ),/( A )

5級

27

4号ボ合

企業職

27

課長級

6号示合

27

8号給

(%)

6級

27

^

月1」

次長級

職

区

100.0

14 (水道)

昇給に係る職員数

7級

年

員

部長級

100.0

ノJ

度

号給数別内訳

数 (A)

比

(B)

2号給

( B ),/、( A )

(単位:人)

27

4号糸合

企業職

27

6号糸合

8方糸合

27

(%)

27

100.0 100.0

△言十 暑
口

^
口

三

率

主
主



(5)特殊勤務手当

給料総額に対する比率

区

支給対象職員の比率

(26年1月 1日現在)

刀

支給対象職員1人当たり

平均支給月額

代表的な特殊勤務手当の名称

(%)

全職種

(%)

0.07

(フ)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(円)

(6)期末手当・勤勉手当

33.4

区

区:子)

供給停止処分手当

道路上等危険作業手当

徴収事務手当

分

652

(支給率等)

本年度

20年勤続の
者(月分)

支給期別支給率

前年度

6月

綱分)

(8)その他の手当

一般会計の
制度

28.98

25年勤続の
者絹分)

区

1.90

扶

28.98

住

1.90

12月

明分)

通

36.57

養

35年勤続の
者明分)

居

1.90

2.05

36.57

勤

支給率計
明分)

手

2.05

分

手

52.44

最高限度
網分)

手

当

2.05

職制上の段階、職務
の級等による加算措置

52.44

3.95

当

、ノ

52.44

3.95

その他の加算措置等

般会計の制度との異同

同

52.44

定年前早期退職特例措置
(3~45%加算)

5~1596

3.95

定年前早期退職特例措置
(3~45%加算)

備考

"

リ

"

リ

゛

備 考

差

な

異 の

"

内

ガ

容

し

15 (7K道)

率等

会計の

支

度伶

糸

"



1」て 項 事業名

1 資本
的支出

年度 年割額

全

イ

1、

、ノ

体

26

君十

企業債

千円

同左財源内訳

に

画

800,200

建設改良
禾責δι召乞

千円

27

720,000

531,800

損益勘定
留保資金

千円

圭ミ

月1」月1」年 1窒
末までの
支払義務
発生グ

計

479,000

千円

1,332,000

前年度末
゛

払 義務発
生(見込
額

80,200

千円

1, 199,000

当該年度
支払義務
発生予定
額

52,800

千円 千円

133,000

翌年度以
降の支払
義務発生

゛J-

16 (フk道)

800,200

千円

800,200

千円

備

800,200

%

考

60. 1

531,800

800,200 531,800 60. 1

の
対
捗

費
に
進

続
額
る

継
総
す
率

度
の
務
定

年
で
義
予

言
亥
ま
ー
ー
、
ξ

当
末
支
発
額

口

一
室る主

し
t
1

場
池
事

水
過
工

水
、
,
エ

ろ
浄
速
新

堀
緩
更

設
費

建
良

1
改



事

1 水道料金等関連業務

項 限度額

千円

94,725

前年度末までの

支払義務発生(見込)額

剰

期間

平成25年度

る 口
圭t

蚕乞客頁

当該年度以降の

支払義務発生予定額

17 (水道)

期間

平成26年度
ー'^ノ

平成30年度

千円

94,725

蚕乞各頁

千円

94,725

左の財源内訳

水道料金

言こ
、
、

テ
,

日チ負矛貝

円
 
0



1

、 ノ

業収益

給水収益

受託工事収益

その他営業収益

1 228 146 000

' 25 庁 盲矢口"一水道

2

(平成25年4月 1日から平成26年3月31日まで)

業費

原水及び

配水及び

託工

係

減価償

資産減

その他営

、

用

浄水

給水

事

予定・昌
、

六知皇ミ
^

却

耗

業費

Ⅱ

1,296,981,000

33,666,000

41,899 000

廿ノ＼

144,400,000業 利 益

.

239,834,000

248,067,000

30,550,000

227,以玲,000

47フ,391,000

5,002,000

36 000

18 (水道)

1,372,546,000

(単位:円)

言

営

費
費

営

受
総

営

)
)
)

(
(
(

)
)
)
)
)
)
)

(
(
(
(
(
(
(

費
費

費
費
用



3 、、

△ 147 715 000

3,315,000

収 益

利

補助

4

3,315,000

81 571 796

78 256 796

業

釜乞

19 (フk道)

費

ボ土

用

利

支

分」与

損

当年度純損失

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

失

1,752,000

35,513,000

13,879,000

11 964 000

203,937,000

6 886 000

63,108,000

210 823 000

云計

息

金
益

支
雑

営

受

申
^
上

営

)
)
)
)

(
(
(
(

取

外

他
補
雑

助
収

)
)

(
(

外
キ



1 固定資産

①有形固定資

減価償却累計

有形固定資産合

②投

資イ出

投資

固定資産

、 ノ
、

25 庁盲知 道事'
(平成26年3月 31日)

2

20 668,101,000

予{嘗

26,323,600,000

6 903 907 000

イ

動

現

金

資

士ヒJ・

生、

百乞

収

蔵

の他流動

動資産

産

J 、、

産

の

預

乢

ー)'.

」厶

1」

イ、

消'ノ＼

19 419 693 000

暑十

1 600,000

20 (7k道)

19,419,693,000

(単位:円)

1 600 000

966,511,000

256,407,000

20,636,000

3 254 000

19,421,293,000

1 246 808 000

7

計
資

十
十^

口

^
口

金
品
産資

十^
口

そ
県
宇
そ

^

産
額

し
)
)
)
)

、
Υ
(
(
(
(

流
資



3

135,927 000

定負債

、ノ

定負債

234 097 000

4

370,024,000

動

21 (フk道)

の他

動負

債

債

動

債

の 立

,

135 927 000

88,795,000

142,225,000

3,077 000

金
計^

口

金
金
債負

十
十

^

、
^

未
預
そ
流
負 ^

口

固
① 引

固

し
)
)
)

、
ー
(
(
(

負
払
り



5 本

自己

借入

イイ註

借入資

資本金

釜乞

6

20,668,101,000

業

釜乞

資 余金:乗

イ受贈財産評価

ロエ事負担

ハその他資本剰余金

債

イ

資本剰 ラ余ミ蚕全合'言十

②利益剰余金

イ減債積立金

口建設改良積立金

ハ当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

斗ノ△、剰余金

資本 ZI、 斗

負債資本 暑十

＼ の
Jr

8 870 512 000

318,782,000

174,439,000

5,924,410,000

4 467 026 000

8 870 512 000

22 (水道)

286,966,000

17フ,685,000

78 257 000

9,189,294,000

10,565,875,000

542 908 000

＼

11 108 783 000

20 298 077 000

本金△斗

合計

金
金

本
本

資
資

Ⅱ

余
本

額
金

)
)

;
ノ
(
(

」
)

乗
(



1

203,707,000

23,534,000

、 ノ

定資産

有形圖定資産

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

リース資産

形固定資産合計

7

、

26 j寺

②

イ

盲矢n 一水道事'

③

イ

(平成27年3月31田

資出

投資合

固定資産

動資産

金預

、予{省

27,411,929,000

10 897,041 000

2

7

16,543,431,000

ヨ上J-

の

J 、、

X丘

③貯

立

、 オ

倒

16 514,888 000

23 (水道)

j舮ノ＼

金

、ノ

26 943 000

16,514,888,000

1 600 000

(単位:円)

26,943,000

210,147,000

6 440 000

1 600 000

966,763,000

十
十^

無
投

金
金
品

現
未
貸

蔵

固
①

し
)
)

、
Υ
(
( 収

引



④

24 (水道)

の他流動資産

動資産

産

3
1」ー.

479,068,000

16,659,000

104,682,000

142,213,000

14,416,000

負

4

債

、ノ

定負債

債

9,051,978,000

動

3 077 000

債

債務^

,ノ、、

金り

当 金

の他流動負債

動負債合計

延収益

長期前 金ナ.ι,

負

1 197 258 000

債

9,119,583,000

5

の

760 115 000

3 254 000

17 740 689,000

8,883,336,000

32,715,000

135 927 000

十
十

^
口

^
口

債
務
金
計合

業
ス

業
ス
払

、
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② 長期前受金収益化累計額

繰延収益 /△、 斗

負債合計

6

25 (水道)

7

本

ど子二釜乞

イ受贈財産評価額

ロエ事負担

ハその他資本剰余

資本剰 余金:合'言十

②利益剰余金

イ減債積立金

口建設改良積立金

ハ当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

合量十剰余金

資本合

負債資本

7
の 立

4 135 530 000

146,144,000

64,186,000

1 288,フ71 000

4 984 053 000

256,966,000

17フ,685,000

621 978 000

14,796,146,000

1,499,101,000

388,813,000

1 056 629,000

2 555 730 000

2 944 543 000

17 740 689 000

十
十^

口

金
金

金
金

乗

余
本7 Ⅱ

^
男
t
1
 
ー



注記事項

重要な会計方針

1 当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成してぃる。
2 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の払出価額は、移動平均法によるものとする。
3 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産ωース資産を除く。)

・減価償却の方法 定額法による(ただし、・取替資産については取替法による。)。
・主な耐用年数

建物 3~60 年

構築物 10~60 年

機械及び装置 6~20 年

車両運搬具 2~7 年

工具暑忌具備ぶ口 2~20 年

(2)無形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ソフトウエア 5年

(3)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るりース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
4 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため計上していない。

(2)賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に
属する額(12月から3月までの4か月分)を計上している。

(3)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

26 (フk道)

ノ



5 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってぃる。

Ⅱ予定キャッシュフロー計算書等に関する注記
該当なし

Ⅲ予定貸借対照表等に関する注記

i亥当なし

Ⅳリース契約により使用する固定資産に関する注記
1リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引にっいては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってぃる。
2 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 2,445,600 円

1年超 537,250 円

斗 2,982,850 円

V その他の注記

,新会計基準移行に係る経過措置
(1)修繕引当金に関する経過措置

平成26年3月31日以前に引き当てられたものにっいては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
(2)みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理
している額にっいては、平成26年3月31日以前に取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に
把握できる資産を除いたすべての資産(ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。)
を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理してぃる。

27 (水道)



福知山市下水道事業会計

Σ1三 成 26 年 度

29 (下水道)



1予算第2条業務の予定量
(1)処理戸数
(2)処理人口

(3)年間処理水量

(4)一日平均処理水量

(5)主要な建設改良事業

2 予* 3条及び 4

区

事

刀

下水道使用料

27,890 /=

64,100

18,072,500 m

49,514 m

土師新町・堀高田貯留施設設置事業、管渠・ポンプ場・処理場施設改築更新事業

、 ノ
、

負

26

業

収

担

予定額

その他営業収益

1存盲知

、゛

受取利息、及び配当金

1,481,729

収

他会計補助金

入

230,135

一^

下水道使用料

備

長期前受金戻入

水道事'

雨水処理負担金
その他負担金

益

2,636

考

雑

手数料
材料売却収益

132

収

計(A)

X△、妻

企

682,381

うち消費税及び

地方消費税予定額

預金利息、

益

184,080

46,055

1,050,881

予升

補

一般会計補助金

業

的

106,285

イ左>

1,弱6
1,080

分担金及び負担金

助

1,920

債

3,449,814

賃貸料
その他雑収益

3,409

工

区

事負

716,700

刀

80

計(C)

事

1旦蚕乞

554,339

渠

支

192

1,728

国府補助金
池会計補助金

予定額

8 087

ポンプ場費

費

受益者負担金
特環分キ旦金

2,160

業

1,281,286

129,523

( A')1四,902

業

出

128

処

498,800

55,539

備

理

127,27フ

場費

考

4,950
3,137

費

業

(単立:千円

費

8,145
25,444
35,786
41,204
18,944

うち消費税及ぴ

地方消費税予定額

務

642,645

費

紗

用

46,764
35,111
36,558

8,844

160

係

用

( C')160

8,635

100,018

減価償却費

費

16,708

16,928
146,460
126,164

289,554
46,831

資産減耗費

9,412

48,667

その他営業費用

16,374
1,790

37,135
39,829
4,890

2,054,472

46,344

有形固定資産減価償却費

31(下水道)

520

19,378
2,432

2,842
5,837

18,178

固定資産除却費
たな卸資産減耗費

1,000

5,873

材料売却原価

1,659

500
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費
費
費
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他
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託
の
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委
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1
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営
業
外
収
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資
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入



収益的収入及び支出

{( A )ー( A')}ー{( B )ー( B')}

資本的収入及び支出

( D )( C )

補てん財源

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

損益勘定留保資金

予算第5条

予算第6条

予算第7条

( D')76,519

予算第8条

予算第9条

△ 106,269 千円(当年度純損失)

企業債

一時借入金

各項の経費の金額の流用

営業費用と営業外費用との問

他会計からの補助金

たな卸資産購入限度額

△ 9兜,422 千円(不足額)

26,811 千円

965,611 千円

716,700 千円

1,400,000 千円

事

支払利息、及び
企業債取扱諸費

業

消費
地方

損特

失別
費

その他特別損失

737,920 千円

フ,839 千円

及び

費税

用

予

389,826

備

企業債
その

10 268

計(B)

費

建

資

20,156

利息、
他

渠施
張事業

渠施
良事業

386,029

3,797

本

4,320

定福利
倒損

ポンプ場施
改良事業

3,528,692

改

32 (下水道)

的

481,320

10,433
1,743
フ,980

良
固定資産購入費

支

224,757

貯留施設設置他

10,268

費

事

132,409

合流管渠改築更新他

出

務

リース資産購入費

雨水排水ポンプ場改築更新
他

186,000

企業債償還金

費

320

( B')82,511

処理場施設改築更新

8,420

122,335

計(D)

35,653

312

1,118,155

16,487

2,273,708

9,807

115,892

6,443

13,フフフ
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営
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1 事

款

、

収

26

益

1

項

又益

'ゞム

山

業

、

えK道1

収

又

収

2

益

業

゛

目

外

1

^

下水道使用料

入

収

2負

3その他営業収益

益

1

担

受取利息及び配当金

2他

定

3

額

金

3, 449, 8 14

長期前受金戻入

4雑

計補助金

1, 714, 500

1, 48 1, 729

うち消費税及び地方消費税予定額

収

230, 135

備

2, 636

1, 735, 314

益

(単位:千円)

考

132

腿2, 381

1, 050, 881

109, 9侃

1, 920

109,フ74

106, 285

3, 409

即

128

128

33 (下水道)

百言
也

言

子

盲

会

営



1事

款

費 用

1

項

業

支

費 用

目

1 ゛=

出

2 ユ1ミ

2 呂

3 処

4業

ン

業

予

5

プ

理

外

6減

3特

定

場

費

場

費

7

務

額

費

3, 528, 692

資

価

4予

8

係

用

別

費

3, 104, 122

その他営業費用

産

費

損

うち消費税及び地方消費税予定額

1

129, 523

却

費

備

2 消費税及び地方消費税

失

127, 27フ

耗

払
業

費

備

利息
債取扱

642, 645

34 (下水道)

費

費

1

100, 018

(単位:千円)

その他特別損失

48, 667

考

2, 054, 472

予

520

82, 5 11

1, 000

400, 094

備

7 1, 923

389, 826

8, 635

10, 268

費

9, 412

46, 344

20, 156

20, 156

5, 873

4, 320

1, 659

4, 320

10, 268

10, 268

320

噐0

、
γ

イ

子

び
費

ヨ
一
口

営

支
企



1
、ノ

款

本 的 収 入

1

項

ノ＼

2補

業

、

収

又

助

債

3 分担金及び負担金

び文_」旦

目

金

1 イ註

入

4 工

1 国

事負

2他

業

^

府

担

1

補

定

債

計補助金

受益者負担金

金

2

助

額

1, 281, 286

特

金

環

1

7 16, 700

工

うち消費税及び地方消費税予定額

7 16, 700

分

事

554, 339

担

備

負

498, 800

金

担

55, 539

(単位:千円)

金

8, 087

考

4, 950

3, 137

2, 160

160

2, 160

160

160

35 (下水道)

、
一

会



1 資

款

本 的 支 出

1

項

建 改

支

良 費

目

1 管渠施設拡張事業費

2 管渠施設改良事業費

2

出

企業債償還金

3 ポンプ場施設改良事業費

4 処理場施設改良事業費

予

5 固定資産購入費

6事

定

7

額

2, 273, 708

リース資産購入費

1, 155, 553

1 企業債償還金

務

うち消費税及び地方消費税予定額

48 1, 320

224, 757

費

備

132, 409

186, 000

36 (下水道)

(単位:千円)

8, 420

考

122, 335

1, 118, 155

3 12

76, 519

1, 118, 155

76, 5 19

35, 653

16, 487

9, 807

13,フフフ

257

認8

設



、 ノ
、

26

1

庁

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

固定資産除却費

賞与引当金の増加額

長期前受金戻入額

受取利息、及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の減少額

未払金の減少額

たな卸資産の減少額

その他流動資産の減少

小計

利息、及び配当金の受取額

利息、の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

盲矢口

(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

水首
、

X△、量 子,一→ギシノユ.フ口』一量 ん←圭ミ

(単位:円)

△ 106,269,000

2,054,472,000

500,000

12,280,000

△ 1,050,881,000

△ 132,000

389,826,000

17,435,000

△ 44,738,000

93,000

54 000

1,272,640,000

132,000

△ 389 826 000

882,946,000

37 (下水道)



2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

投資活動に伴う未収金等の債権の増加額

投資活動に伴う未払金等の債権の増加額

長期前受金の受け入れによる収入

長期前受金の圧縮

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

リース債務の返済による支出

財務活動に伴う未払金等の債権の増加額

他会計からの補助金による増加額

長期前受金の圧1宿

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,078,722,000

△ 1,863,000

13,837,000

513,367,000

△妬 899000

38 (下水道)

△ 599,280,000

1,400,000,000

△ 1,400,000,000

716,700,000

△ 1,118,155,000

△ 312,000

26,000

51,059,000

△ 3 703 000

△ 354,385,000

△ 70,719,000

442 851 000

372,132 000



1 ゛,D、 括

区

損益勘定支弁職員

刀

資本勘定支弁職員

職員数(人)

損益勘定支弁職員

特別職

資本勘定支弁職員

比

一般職

損益勘定支弁職員

輩交

資本勘定支弁職員

△ 474

△
、

汁

ω

15

1、ロ

器

ω

30, 402

手当の内訳

1、ロ

.、

△ω

計

15

59, 564

日

24

89, 966

△(1)

△2

賃

38, 306

39 (下水道)

区:づJ＼

57, 5飢

本年度

△2

金

2, 173

与

95, 867

△ 7, 904

2, 139

4, 312

年度

手

比

2, 003

△ 5, 901

6, 010

扶養手当

2, 139

16, 896

当

較

費

8, 149

32, 446

△ 3,器7

4, 254

49, 342

特別
調整額

20, 755

△ 3,器7

2, 748

寸

32, 683

49, 47 1

2, 973

1, 506

脇, 438

住居手当

94, 149

△ 3, 859

143, 620

3, 454

法定福利費

△ 237

65, 07 1

△ 481

△ 4, 096

通勤手当

588

92, 383

10, 474

157, 454

(単位:千円)

△ 15, 600

822

20, 483

△器4

2, 360

30, 957

特勤手当

△ 13,器4

1, 766

13, 906

1, 895

19, 288

斗

59, 945

管理職員
特別手当

33, 194

114, 632

465

△ 3, 432

94

174, 57フ

2 10

1, 195

△ 116

78, 97フ

△ 2, 237

超勤手当

I H, 67 1

即

190, 648

△ 19, 032

1 1 2

6, 040

△噐

期末手当

△ 16, 071

2, 96 1

(単位:千円)

9, 200

△ 3, 160

21, 801

勤勉手当

23, 37 1

△ 1, 570

11, 152

1 1, 6 26

合

本
年
度 合

前
年
度 合

合

ι
'
Ⅱ育

゛
1

イ
1



2 給料及び手当の増減額の明細

区 刀 増 "

給料

額 増減事由別内訳

△ 5, 901

給与改定に伴う増減分

手当

昇給に伴う増加分

その他の増減分

△ 4, 096

制度改正に伴う増減分

明

837

その他の増減分

△ 6, 738

定期昇給等によるもの

職員の異動等によるもの

備

40 (下水道)

△ 4, 096

(単位:千円)

考

職員の異動等によるもの

管理者にかかる給料等

管理者にかかる手当等



3 給料及び手当の状況

( 1 ) 職員1人当たり給与

区

26年1月1日現在

25年1月 1日現在

平均給料月額

刀

平均給与月額

( 3 )

平

平均給料月額

区

均

級別職員数

平均給与月額

(単位:円・歳)

年

ノ＼

平

刀

齢

業

均

34 1, 705

26年1月 1日現在

年

職

359, 768

齢

企

級

( 2 )

45. 2

349, 197

初

372, 874

区

任

業

職員数(人)

46. 1

4

和

分

校

短

職

卒

大

構成比(%)

大

ノ、

卒

業

9. 1

職

0. 0

卒

140, 100

40. 9

区

器

40. 9

152, 800

9. 1

刀

イテ

(単位:円)

般

0. 0

172, 200

政

0. 0

25年1月 1日現在

100. 0

寸

140, 100

職

,1、

級

152, 800

172, 200

業

職員数(人)

4

職

Ⅱ

構成比(%)

0. 0

0. 0

50. 0

記

41. 0

4. 5

4. 5

0. 0

100. 0

41(下水道)

会

高

学

十十



(級別の標準的な職務内容)

区 刀

企業職

1級

( 4 )

事

昇給

2級

本

区

職

主

昇給に係る職員数

年

事

3級

員

分

度

長

号給数別内訳

数

4級

(A)

比

課長補佐級

(B)

寸

2ぢ給

( B ),/( A )

24

5級

4ぢ給

企業職

24

課長級

6号給

24

8ぢ給

24

(%)

6級

前

次長級

区

職

100

昇給に係る職員数

年

7級

42 (下水道)

員

部長級

100

分

度

号給数別内訳

数 (A)

比

(B)

率

*十

(単位:人)

2ぢ給

( B )ノ/( A)

24

4号給

企業職

24

6号給

24

8号給

24

(%) 100 100

合

査
級

主
係

補
事

合

主
主

率



( 5 )

給料総額に対する比率

特殊勤務手当

区

支給対象職員の比率

(2 6年 1月 1 日現在)

支給対象職員1人当たり

平均支給月額

刀

代表的な特殊勤務手当の名称

(%)

全職種

(%)

(フ)

0. 1

区

(円)

( 6 )

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

4 1. 0

支給率等

区

期末手当・勤勉手当

下水道終末処理作業手当

徴収事務手当

般会計の制度

(支給率等)

刀

862

刀

本年度

加年勤続の
者明分)

支給期別支給率

コ"

( 8 )

6月

姻分)

年度

28. 98

一般会計の
度制

その他の手当

25年勤続の
者明分)

区

扶

1. 90

28. 98

住

通

36. 57

1. 90

1 2 月

明分)

養

35年勤続の
者明分)

36. 57

1. 90

勤

2. 05

手

支給率計
(月分)

52. 44

分

手

2. 05

最高限度
(月分)

手

52. 44

当

2. 05

3. 95

職制上の段階、職務
の級等による加算措置

、ノ

52. 44

当

3. 95

その他の加算措置等

52. 44

般

定年前早期退職特例措置
(3~45%加算)

3. 95

5~15%

計の制度との異同

同

定年前早期退職特例措置
(3~45%加算)

備

リ

考

ガ

"

11

゛

備

差

考

異

な'

の 内

ガ

し

11

粲F

43 (下水道)

会



考備

0
0

度
の
務
定

年
で
義
予

;
亥
ま
ー
ー
、
ξ

当
末
支
発
額

十

度
務
定

年
義
予

ι
、
ξ

当
支
発
額

越
卯
円

繰
ρ
千

次
2

逓
1

一
室
1

0

る

円

度
の
務
額

年
で
義

生

前
ま
払

前
末
支
発

1

0

t
1

ノ

円

0

ゞ

1

、

0

0

円

0

0

項

留
業

則
1
 
事

町
置

帝
1
i
 
言

市
ル
ン

士
施

三

十」

設
費

建
良

1
改

高
設

蛎
1
力
伍

本
出

資
支勺

事業名
年度 年割額

25

国庫補助金

同左財源内訳

190,000

26

企業債

284,000

小計

94,000

口

田貯留
置事業

損益勘定
留保資金

亘又

474 000

141,000

25

96,000

126,000

235,000

前年度末
までの

払義務発
生(見込)
額

26

H3,000

188,000

62 000

239,000

314,000

93,000

64,000

788,000

155,000

95,000

翌年度以
降の支払
義務発生

定 額予

44 (下水道)

390,000

159,000

474,000

継続費の
総額に対
する進捗
率

398,000

474,000

474,000

474,000

0.0

314,000

逓次繰越
190,000

千円

100.0

314,000

314,000

100.0

788,000

314,000

0.0

788,000

100.0

100.0

100.0

全体計画

奄曹に



事 項

1 水洗便所改造資金融資
あっせん利子補給

限度額

2 水道料金等関連業務

千円

水洗便所改造資
金融資規程(平
成24年ガス水
道部管理規程第
18号)に規定す
る額

前年度末までの

支払義務発生(見込)額

剰

期間

る'0

平成14年度
i'、^

平成25年度

圭ミ

88,895 88,895

盆乞客頁

平成25年度

当該年度以降の

支払義務発生予定額

千円

期間

439 契約の存続期間

金額

0

平成26年度
一^

平成30年度

左の財源内訳

限度額に同じ

千円

45 (下水道)

下水道使用料

限度額に同じ

千円

88,895

こ
、
、テ

ノ
日十負矛目



1

、 ノ

、、

、

2 111 230,000

25

水

庁

益

使用

2

の他

盲知

担

営業収

(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

業

』一【^

水道事'

費

ン

用

、予{目益委十升

理

380,758,000

場

場

1,502,200,000

225,841,000

2 431 000

その他

圭;
ーユ.ιム

却

耗

業費

j寺ノ＼

、、 損

用

94,042,000

99,899,000

598,799,000

109,733,000

52,687,000

1,154,750,000

320,000

1 000 000

失

1,730,472,000

46 (下水道)

(単位:円)

営

費
費
費
費
費
費
費

渠
プ

営

管
ポ
処
業

務
係
償
減

価
産

減
資

系

営

営

)
)
)

(
(
(

下
負
そ

収
道

)
)
)
)
)
)
)
)

(
(
(
(
(
(
(
(

料
金
益



3 業外

受取利

119 482 199

収益

息、及び配当金

計補助金

収 、、

4

47 (下水道)

業外費用

支払利息、及び企業債取扱諸費

支雑 出

経 損

当年度純損失

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

失

132,000

734,958,000

2 653 000

425,584,000

13 674 000

737,743,000

439 258 000 298 485 000

82,273,000

82,273,000

37 209 199

営

会他
雑

常

)
)
)

(
(
(

)
)

、
(
(



1
rL.

資固

(1)有形 資固定

イ士 地

口建 物

減価償却累計額

筑構 物ノ＼

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

ホ車鞆及び運搬具

減価償却累計額

工具、器具及び備品J"、、

減価償却累計額

ト建設仮勘定

有形固定資産合計

、 ノ
、

声25 百知

44,867,966,000

』^

水道事
(平成26年3月 31日)

予定省

ン

1,300,317,000

106 419 000

仕七

ノーヘ

JI、、

34,332,049,000

の

1 050 059 000

ーユ'.

Ⅱ

9,750,985,000

1 077 37フ,000

立

ノ＼

1,189,971,000

1,193,898,000

5,014,000

1 927,000

114,333,000

22 441 000

33,281,990,000

8,673,608,000

48 (下水道)

(単位:円)

3,087,000

91,892,000

433 520 000

産
産



(2)投

イ出 資

^ぞ「

定資産合

動資産

金預

2 わル

( 1 )

( 2 )

( 3 )

^

7

釜乞

r

流動資

資産

3 固

( 1 )

産

負債

企 、、

固定負債

動負債

未 払

預 り

流動負債合

負債合

4 わル

( 1 )

( 2 )

1 600 000

49 (下水道)、

1 600 000

442,851,000

206,815,000

4 309 000

の

i

立

44,869,566,000

1 986 544 000

653,975 000

45,523,541 000

161,959,000

539 000

1,986,544,000

162 498 000

2,149,042,000

十
十

金
金
品
計
計

合

^
口

投
固

収
蔵

現
未

^

定

金
金
計
計

責
十



5 資

( 1 )

( 2 )

イ

本

自己

借入

企

借入資

資本

43 374 499 000

6 百乞剰

(、 1 )資 剰余金

イ受贈財産評価額

口補 金助

ハ分担金及び負担金

工事負担金

資本剰余金合計

損(2)欠 ノ＼

イ当年度未処理欠損金

欠損金 斗

剰余金

、、

本C 金:

金

45 523,541,000

債

計

ン の 立

15,457 819 000

4,904,974,000

5, 161,111,000

15,954,029,000

2,013,873,000

2 175 000

15 457 819 000

50 (下水道)

.

119,482,000

20,362,793,000

23,131,188,000

H9 482 000

23 0H 706 000

△言十

本△斗

十^
口本7責

資
負

合

余
本

十

合
合

資
資

金
本
本

金
金



1 固定

(1)有形

イ土

口建

減価償

ハ構

減価

機械

減価

ホ車鞆

減価

工具、J'＼

減価

トリー

減価償

チ建設

有形固定

、 ノ
、

26 痔

産

定資

百矢U

地

物

却累計額

筑 物

償却累計額

及び装置

償却累計額

及び運搬具

償却累計額

器具及び備品

償却累計額

ス資産

却累計額

仮勘定

資産合計

一^

産

水道

(平成27年3月31田

＼予{嘗仕文照

7

51(下水道)

1,301,217,000

258 693 000

35,668,325,000

3 169 284 000

の___部

、オ

9,787,754,000

3 056 499 000

j寺ノ＼

1,194,921,000

1,042,524,000

6,114,000

2 596 000

121,405,000

41 013 000

32,499,041,000

6,731,255,000

1,026,000

231 000

(単位:円)

3,518,000

80,392,000

795,000

123 675 000

41,676,121,000

資
固



(2)投

イ出

2

資

定資

ン

資

( 1 )

( 2 )

567 591 000

産

金

資

金

( 3 )

産

預

42 245,312 000

倒

動資

産

、ノ

3

百乞

固

( 1 )

( 2 )

産

口
口口

企

リ

固定

1 600 000

負債

業

ス債

負債合 15,904,H8,000

197,863,000

6 620 000

1 600 000

52 (下水道)

372,132,000

.

の

41,67フ,721,000

191,243,000

4 216 000

立

15,903,674,000

444 000

十
十^

^
口

金
金

投
固

、
Υ

合

未
貸

^

定

動

現

貯
流
資

収
引
蔵

十
十

債
務
計



4 力1し

( 1 )

( 2 )

( 3 )

( 4 )

( 5 )

動負債

リ ^

預 り

引
、ノ

流動負債

53 (下水道)

5

債

繰

( 1 )

( 2 )

延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

曇十負債 心、

1,139,234,000

131,087,000

321,000

539,000

12 280 000

23,699,542,000

3 320 850 000

1,283,461,000

20 378 692 000

37,566,271,000

噌

債
金
務
金
金
計^

業
払
ス

企
未



6 資

7 剰

( 1 )

イ

本

金:

資本剰余金

受贈財産評価額

'乞

( 2 )

イ 当年度未処理欠損金

欠損金

剰余金

資本 心、

負債資本合計

ン
＼ の___部

1 097 000

171 803 000

54 (下水道)

4 849 747 000

1,097,000

171 803 000

△ 170 706 000

4 679 041 000

42 245 312 000

計
金

合金余
損

Ⅱ乗本資
欠

余

合
合

十
十
十



注記事項

1 重要な会計方針

1 当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
2 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の払出価額は、移動平均法によるものとする。
3 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く。)
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数

建物 8 50〆、^

構築物 10 ~ 50

機械及び装置 7 20゛'、^

車鞆及び運搬具 2 7^

工具、器具及び備品 2 ~20

(2)無形固定資産ωース資産を除く。)
;亥当なし

(3)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るりース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
4 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため計上していない。
(2)賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に
属する額(12月から3月までの4か月分)を計上している。

(3)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。
5 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

55 (下水道)

年
年
年
年
年



Ⅱ 予定キャッシュフロー計算書等に関する注記
1亥当なし

予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。)のうち、
一般会計が負担すると見込まれる額は1,336,209,978円である。

セグメント情報の開示

1 報告セグメントの概要

福知山市下水道事業では、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を
を決定していることから、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の2つを報告セグメントとしてぃる。
報告セグメントは、福知山市下水道事業の構成単位のうち分籬された財務情報が入手可能であり、予算の策定及び業績

を評価するために、定期的に議会に報告される対象となっているものである。
なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

Ⅲ

Ⅳ

2

公共下水道事業

事

報告セグメントごとの営業収益等

(1)当年度開始(平成26年4月1日

特定環境保全公共下水道事業

業 区 ノ＼

セグメント資産

セグメント負債

事 業

主として市街地における下水を排除する業務

公共下水道のうち市街化区域以外の区域において下水を排除する業務

区 ノ＼

事 業

56 (下水道)

の

公共下水道事業

内

34,133,718

29,847,364

特定環境保全
公共下水道事業

9,174,282

8,675,326

(単位:千円)

計

43,308,000

38,522,690

容

^
口



(2)当年度(自平成26年4月1日至平成27年3月31日)

営業収益

営業費用

事

営業損益

経常損益

業

セグメント資産

セグメント負債

区

その他の項目

他会計補助金等

減価償却費

受取利息、及び配当金

支払利息、及び企業債取扱諸費

特別損失

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

ノ＼

V リース契約により使用する固定資産に関する注記

1リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
2 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 2,383,200 円

1年超 511,250 円

斗 2,894,450 円

公共下水道事業

1,485,071

2,585,588

△ 1,100,517

△ 43,981

特定環境保全
公共下水道事業

33,442,528

29,219,531

119,655

446,611

△ 326,956

△ 42,132

フフフ,185

1,728,046

132

(単位:千円)

8,802,784

8,346,740

き十

321,185

19,376

△ 652,124

1,604,726

3,032,199

△ 1,427,473

△ 86,113

144,815

326,426

42,245,312

37,566,271

68,641

780

△ 324,126

0

922,000

2,054,472

132

389,826

20,156

△ 976,250

57 (下水道)

^
口



Ⅵ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

(1)みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理
している額については、平成26年3月31日以前に取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に
把握できる資産を除いたすべての資産(ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。)
を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

58 (下水道)



予

成

算

26 年

企業会 升

(病院事業)

市立福知山市民病院事業

一、

度

明

福 知 山 市

書



予算第2条業務の予定量

①病床数

②年問延入院患者数

③年間延外来患者数

予算第3条及び第4条2

平成26年度福知山市病院事業会計予算総括表

区

事

入

収

外

院

刀

第1部市立福知山市民病院事業

他会計負担金

来

収

354 床

108,405 人

227,850 人

業

収

予定額

益

その他医業収益

益

5,715,462

戸立

2,551,920

取

収

備

他会計負担金

入院診療収入

103,117

利

入

外来診療収入

他

'、

502,475

救急対策

益

補

計補助金

考

4,980

3β25

一日平均入院患者数

一日平均外来患者数

主要な建設改良事業

院内保育所収益

料差
の

うち消新ル予定額

助

478,938

預金利息、

長期前受金戻入

高度医療経費
企業債利息、
鄭保育所運営経劃N

金!

その他医業外収益

15,250

155,520

346,9肪

47,570

一般会計補助金

区

国庫補助金
府補助金

2町人

930 人

①救命救急棟建築事業

②医療機器等整備事業

75,634

125,884
27フ,420

4212

事

35,504

59,316

支

51,950

ノ『、

1、ロ

医

14,500

33,070

業

予定額

与

業
材

( 1 )

費

費

25,895

26,055

備

4,546,119

費

料

1、ロ

手当
^

メ丘

法定福利費
退職給付費
賞躬倍金繰入額
瀧棚償弛鎌纈

出

経

312

費

用

(単位:千円)

用

考

2210

1,976,478

1,581,680
1,504,319

499,420
288

576,097

168370

184,808

31,137

減価償却費

弗消費税予定額

費

費口口

診療材料費
医療消耗備品費

資産減耗費

2,131,713 137,320

研究研修費

1,129,488

835272

11,718

767915

10,030

244,296

387,450
176,783

992,736

320,418

2,850

械備
の

71,160

フフ,428

464,507

284,080

19β28

費
費
費
料
料
他

」手
K

福
、
繕
借
託
の

生
熱
"

厚
光
修
賃
委
そ

料
他

物
品
他

建
器
そ

額
他

室
そ

医
業

貸
の

賃
そ

会

医
業
外

収
益

収
益

4
 
5
 
6



受験手数料収益

入学金収益

授業料収益

益

他

その他看護学校収益

計負担金

他

升

600

4,500

(A)

計負担金

収益的収入及び支出

(A) (B)=△弱5,043千円(当年度純損失)
資本的収入及び支出

( C ) ①)=△964,926千円(不足額)
補てん財源

消費税資本的収支調整額 2,576 千円

損益勘定留保資金 962,350 千円

3.予算第5条一時借入金限度額 500, 000千円

4.予算第6条各項の経費の金額の流用

医業費用と医業外費用との間

5.予算第7条一般会計からの負担金 1,000,000千円
6.予算第8条一般会計からの補助金 15, 250 千円

フ.予算第9条たな卸資産購入限度額 1,005,696千円

8.予算第10条重要な資産の取得
ポリグラフ

12,000

64,614

( C )

9,615,600

351

353β31

353β31

一般会計負担金

33,906

31

事

支

26

38,052

払

院内保育所費

利

長期前払消費税償却

業

'、

消

雑

200,222

費

支

企業債利息
長期借入金利息
一時借入金利息、

31988

紗

税

45,737

費

出

与

19,17フ

81,496

193,892
3,830

2,500

経

費

減価償却費

69,643

( 2 )

特

用

1式

費

予

別

賞躬1当金繰入額
瀧棚朧噛鎌纈

損

14,632

239

備

升

33,248

11,623

5,470

11,226

3,530

3,876
670

施

失

19,17フ

51,524

(B)

3,959

固定資産購入費

費

74,496

整備費

205β94

事

建
器械

企業債償還金

他会計借入金返還金

過年度損樹鉦損
その他特別損失

10,170,643

2,160

194

3,506
999

9,933

物
備品

務

369β31

費

3,695
264

457,731

20,000

185394

救命救急棟建築工事他

(D)

1,109

816

医療機器等購入費

389,612

100,474

1β18,257

160

314,616

17,587

料
等
金
費
費

Ⅱ
寸

日
田

ノ

J
,

定
職

給
手
賃
法
退

資
本
的
収
入

事
業
収

費
費
費
他

j
下福

償
書
の

生厚
報
図
そ

的
支
出

医
業
外
費
用

看
護
学
校
費
用

一
岩

建
設
改
良
費

看
護
学
校
収
益 会

資
本

十

会

十



1.事

款

業

平成26年度市立福知山市民病院事業予算実施計画

収 益

①医

"゛、

収

業

益

収

収

的

益

②医業外収益

収 入

目

及

入

2.外

3.他

゛

院

4.その他医業収益

支

来

収

出

入

1.又

計負担金

収

③看護学校収益

2.他

益

予定額

3.他

益

取

4.補

9,615,600

5.院内保育所収益

計負担金

利

8,872,974

6.長期前受金戻入

計補助金

5,715,462

7

'、

助

2,551,920

その他医業外収益

うち消費税予定額

1.受験手数料収益

103,117

備

2.入

502,475

ノ、

3.授

660,561

4.他

3,325

5.その他看護学校収益

478,938

業

(単位:千円)

ノ、

考

15,250

料

収

47,570

収

38,052

益

4,212

35,504

益

59β16

51,950

82,065

600

35,504

4,500

12,000

2,522

64,614

351

312

2,210

26

26

( 3 )

会計負担金

会

会

会

学



1.事

款

業 費 用

①医

項

業 費

支

用

②医業外費用

1.給

目

2.材

3.経

4.減

与

5.資

料

出

6.而升

価

③看護学校費用

産

費

予定額

償

1.支

ク、3

費

2.院内保育所費

却

費

10,170,643

研

3.長期前払消費税償却

耗

費

④特

払

9,496,235

4.消

イ1多

費

4,546,119

5.雑

費

利

別

1,976,478

⑤予

うち消費税予定額

2,131,713

1.給

損

備

'、、

費

2.経

767,915

失

支

3.減

備

2,850

税

71,160

与

1.過年度損益修正損

価

378,620

(単位:千円)

出

費

( 4 )

2.その他特別損失

200222

考

償

費

31,988

却

1.予

314,616

費

45,737

219,728

費

19,17フ

81,496

フフ,428

88,234

備

137320

69,643

14,632

費

3,959

205394

4,980

93,912

20,000

185β94

2,160

239

2,160

19,17フ

74,496

816

816

160

160



1.資本的収入

点

①他

項

資

計負担金

本

1

収

資本的支出

的

炊

収 入

目

及

般会計負担金

゛

①建設改良費

支

項

出

入

予定額

支

②企業債償還金

353β31

③他会計借入金返還金

353β31

1.施

目

353β31

2.固定資産購入費

うち消費税予定額

3.事

備

整

1.企業 1責償還金

出

備

務

1.一般会言十イ昔入金返還金

予定額

費

(単位:千円)

考

費

1β18,257

828,171

369β31

457,731

うち消費税予定額

備

1,109

389,612

389,612

100,474

(単位:千円)

100,474

考

51,524

51,524

17,587

33,906

31

( 5 )

会

設



1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

長期前払消費税償却

退職給付引当金の増加

賞与引当金の増加

法定福利費引当金の増加

長期前受金戻入額

受取利息、及び受取配当金
支払利息、

固定資産除却損

未収金の増加

未払金の増加

未払費用の増加

たな卸し資産の減少額
小計

利息、及び配当金の受取額

利息、の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

一般会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債の償還による支出

他会計借入金の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

平成26年度市立福知山市民病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成26年4月 1 日から平成27年3月 31 田

2

3

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

△ 555,043

フ71,874

45,737

125,713

188,684

31,807

△ 59316

△ 3β25

200,222

2,800

△ 91,993

3,238
2251

50

( 6 )

(単位:千円)

662,699

3β25

△ 200222

465,802

△ 880,864

353β31

△ 527,533

△ 389,612

△ 100,474

△ 490,086

△ 551,817

2β91,921

1,840,104



1
Jノヲ、

括

区

損益勘定支弁職員

ノ『、

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

職員数(人)

特別職

給

資本勘定支弁職員

升

比
損益勘定支弁職員

0

般職

与

較

資本勘定支弁職員

500

汁

紗

手当の内訳

区

0

0

費

1,614928

500

料

本

紗

475

^

升

年

分

剛

0

報

1,614,928

比

年

度

初任給調整手当

明

0

0

0

1,555,382

475

酬

度

0

区

288

25

本

較

賃

与

200β32

1,555,382

細

^

年

ノ『、

則

0

0

0

188,871

扶養手当

288

ノ、

530,420

25

比

年

59,546

度

超過勤務手当

288

11,461

度

手

圭t

530,420

費

59,546

較

0

0

0

39,828

1,846β97

263,674

288

、ノ

482β71

地域手当

38ρ48

248,411

夜勤手当

0

1,780

1,846397

482β71

15,263

考十

0

0

0

3,992,033

1,604,140

47,899

48,049

0

35,280

法定福利費

住居手当

45,158

休

29,469

3,992,033

1,604,140

2,741

48,049

0

0

0

3,642,181

5,811

日

242257

622β50

(単位:千円)

36,47フ

給

58β70

通勤手当

33,125

3,642,181

期末手当

242,257

49,745

622β50

0

0

0

3352

349,852

升

4,614β83

592,550

8,625

28,515

387β89

単身赴任手当

28,451

349,852

4,614β83

592,550

361,252

0

勤勉手当

0

0

4,234,731

29,800

26,137

64

1,176

194,409

4234,731

特殊勤務手当

29,800

0

1,176

182β46

0

宿日直手当

379,652

12,063

0

171256

379,652

91,080

127,159

0

特別調整額

107,400

給料調整額

△ 16β20

44,097

19,657

99,155

22,145

退職手当

96,フ79

△ 2,488

2β76

171,900

44,605

127,295

(フ)

^

本
年
度

合

前
年
度

^

^
口



2 給料及び手当の増減額の明細

区 ノ气、 ナ畄

,、ロ

額

料

増減事由別内訳

59,546

給与改定に伴う増減分

手

昇給に伴う増加分

、ノ

その他の増減分

242257

制度改正に伴う増減分

一、

その他の増減分

8,133

明

定期昇給による

51,413

129,002

職員の異動等による

備

地方公営企業会計基準の
改正による

113,255 職員の異動等による

( 8 )

(単位:千円)

考



3.給料及び手当の状況

ア.職員 1人当たり給与

区

26年 1月 1 日現在

平均給料月額

25年 1月 1 日現在

ノ『、

平均給与月額

、ノ

イ

平均給料月額

医師職

(医療職①)

均

初任給

平均給与月額

区

年

、ノ

413,122

齢

ノ『、

医療技術職

(医療職②)

短大2卒

校

均

789,556

医師職

(医療職①)

短大3卒

卒

年

413

大

246,990

医療技術職

(医療職②)

418,569

齢

看護師職
(医療職③)

262,838

764,078

140β00

看護師職

(医療職③)

卒

345

41.9

262,260

156,000

237,700

245,フ74

看護助手職
(医療職④)

看護助手職
(医療職④)

271,284

167,000

271,735

180,500

178200

37.3

137,200

教育職
(医療職⑤)

34.5

262β00

188,900

260β23

教育職
(医療職⑤)

201,100

273,754

276,025

事務職
(行政職)

(単位:円・歳か月)

59.0

36.フ

354244

262,100

事
( 1テ

140,100

389,380

273,554

(医療職①)

152,800

204,600

職

職)

43.8

158,700

般

58.0

355β91

350,639

(医療職②)

172,200

370,294

369,058

140β00

升

(医療職③)

156,000

48.0

237,700

44.6

准看
153β00

359312

(国)

167,000

401,498

(医療職④)

180,500

178,200

137,200

の

188,900

493

(医療職⑤)

制

201,100

(単位:円)

度

(行政職)

140,100

152,800

204,600

158,700

172200

( 9 )

務
政

会

高

学



ウ.級別職員数

区 ノ『、 級

26年 1月 1 日現在

医

職員数(人)

2

師

3

構成比(%)

9

4

職

42

5

医療技術職

16.フ

6

職員数(人)

フフ.8

2

7

1.9

17

構成比(%)

3.フ

47

25 年 1月 1 日現在

看護師職

25

165

職員数(人)

45.6

10

2

243

54

3

3

構成比(%)

2

15

9.フ

4

218

100.0

37

2.9

5

看護助手職

21

0.8

273

職員数(人)

1.0

6

855

Ⅱ

673

2

7

103

82

1.8

構成比(%)

23

2

43

3.6

100.0

38

0.4

汁

教

20

245

0.8

職員数(人)

100.0

40.4

9

育

255

21.3

55

3

構成比(%)

職

2

9.6

214

100.0

9

100.0

32

事

18

職員数(人)

0.8

100.0

1.1

ao)

85.9

12

務

94

72

構成比(%)

職

2

4.8

100.0

100.0

0.4

Ⅱ

0.8

100.0

7

43

47.8

249

9

30.4

2

100.0

100.0

43

8

8.フ

100.0

43

23 100.0

100.0

13

6

565

8

26.1

2

100.0

43

8.フ

43

23 100.0

十三
口



(級別の標準的な職務内容)

区

医

ノ『、

療 職

医

級

療

医

職

2

医

師

2

副診療部長

長医

相当高度医師

級

療 職

3

医

薬剤師

困難栄養士

困難技師

困難療法士

3

級

副院長

診療部長

療

准看護師

職

4

医

困難薬剤師

主任栄養士

主任技師

主任療法士

4

級

療

看護助手

院長

職

5

事

主任薬剤師

副栄養科長

副技師長

副療法士長

5

級

相当経験

看護助手

副看護師長

教育の補助

務

6

副薬剤部長

栄養科長

師長

療法士長

職

級

看護師長

教

事

7

員

級

薬剤部長

副看護部長

主

8

事

級

(11)

薬剤部長

看護部長

長

9 級

課長補佐級 課長級 次長級 部長級

Ⅱ盲
田

士
師
士

養
法

栄
技
療

産
護

助
看

査
級

補
事

主
主

而
而

主
係



'エ、 昇 ハ口

区

本

職

昇給に係る職員数(B)

年

員

ノ『、

号給数別内訳

度

数(A)

比

2号給(人)

5 0 0

^

職

剛

4号給(人)

率(B)/(A)(%)

5 0 0

医

昇給に係る職員数(B)

6号給(人)

師

年

員

8号給(人)

職

60

号給数別内訳

医療技術職

度

60

数(A)

1 1 8

1 0 0

比

看護師職

1 1 8

2号給(人)

4 7 5

4号給(人)

2 9 1

率(B)/(A)(%)

4 7 5

6号給(人)

1 0 0

看護助手職

2 9 1

8号給(人)

56

56

0

1 0 0

教

0

1 0 5

1 0 0

職

1 0 5

(12)

8

1 0 0

(単位:人)

事

8

2 8 2

務

1 0 0

2 8 2

職

23

23

1 0 0

1 0 0

8

1 0 0

1 0 0

8

23

1 0 0

23

1 0 0 1 0 0

育十^



オ.特殊勤務手当

区

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)

(26年 1月 1 日現在)

ノ『、

支給対象職員
や平均支

ノ、 職

代表的な特殊勤務手当の名称

(13)

1人当たり

月額(円)

種

8 . 4

医

カ.期末手当・勤勉手当

60.4

師

35,326

区

職

放射線取扱作業手当

夜間看護手当

医療技術職

本

ノ『、

年

^

剛

2 . 9

看護師職

度

年

6月(月分)

一般会計の制度

38.1

支給期別支給率

1 6 , 2 6 3

14.6

度

1.90

看護助手職

放射線取扱作業手当

88.9

1.90

12月(月分)

3 8 , 6 9 0

1.90

教

夜間看護手当

2.05

支給

(月

職

2.05

事

点升

分、)

2.05

務

3.95

職

職制上の段階、職務の級等による加算措置

3.95

3.95

5~15%

0

備

ウ

考

育



キ.定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区

支給率等

ノ、＼

一般会計の制度

(支給率等)

20年勤続の者
(月分)

ク 地域手当

2898

25年勤続の者
(月分)

支

支

28.98

支

1、ロ

j、ロ

国の指定基準に基づく支給率

3657

対

35年勤続の者
(月分)

紗

対

象

36.57

ケ.その他の手当

象

地

職

52.44

域

取

扶

員

限度

(月分)

区

1日J

52.44

住

(%)

通

(人)

養

52.44

(%)

居

ノ＼

その他の加算措置等

52.44

分

勤

手

定年前早期退職特例措置

(3 ~ 45%加算)

手

15

定年前早期退職特例措置

(3 ~45%加算)

手

、ノ

60

域

、ノ

15

、ノ

一般会計の制度との異同

備

同

(14)

同

考

同

備

゛

医

゛

゛

考

差

師

異

な

の

な

内

な

し

し

し

容

率
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1.医業

(1)入

(2)外

(3)他

(4)その

2.医業

(1)給

(2)材

(3)経

(4)減

(5)資

(6)研

医 業

3.医業外

(1)受取

(2)他

(3)他

(4)補

(5)院内

(6)その

平成25年度市立福知山市民病院事業予定損益計算書(前年度分)

収益

院収

来収

他医業収

費用

与

料

(平成25年4 月 1 日から平成26年3 月 31 日まで)

5,559,972,000

2,401,936,000

127β47,000

453,997,000

214,828,000

会差十

553,420,000

損

収益

利

負担

補助

4,166,462,000

1,884,000,000

1,887,595,000

755,887,000

2,850,000

61,286,000

助

保育所収

他医業外収益

8,543,252,000

3β00,000

430,665,000

14,250,000

54β50,000

4,080,000

46,フ75,000

8,758,080,000

(16)

(単位:円)

会升

益
益
金
益
費

チ負十会

費
費
費
費
費
失

価
産
究

金
金
益

償
減
研

去
束
毛
惨

息
金



4.医業外費用

(1)支払利

(2)院内保育所

(3)繰延勘定償

(4)雑 支

看'言隻学: 校収益5

(1)受験手数料収益

(2)入学金収益

(3)授業料収益

(4)他会計負担金

(5)その他看護学校収益

6.看護学校費用

(1)給 与

(2)経

(3)減価償却

(4)資産減耗

損
^

経

フ.特別損失

(1)過年度損益修正損

当年度純損失

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

(17)

208,985,000

31,535,000

41,873,000

175,474,000

525ρ00

4,500ρ00

12ρ00,000

63,595,000

275,000

457,867,000

67β99,000

14,939,000

3,872,000

450,000

80,895,000

95,553,000

20,000,000

86,660,000

20,000,000

△ 5,765,000

125,040,000

△ 20,000,000

H5,040,000

3242,933,000

3β87,973,000

息
費

費
費
費
費
失

却
出



1.固定資産

(1)有形固定資産

イ土 地

口建 物

減価償却累計額

物

累計額

器械備

減価償却累

ホ車 両

減価償 却累計額

ヘ建設 仮勘 疋,

有形固定 資産合計

固定資 産△汁

2.流動資産

(1)現金預

(2)未

(3)貯

流動資産合

3.繰延勘 スE

(1)控除・対象外消費税額

繰延勘定

資産

平成25年度市立福知山市民病院事業予定貸借対照表(前年度分)

435,898,000

(平成 26年 3 月 31 日)

産 の
イ

12,222,183,000

3,458,540,000

364,624,000

118,738,000
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245,886,000

1379,228,000
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(18)

(単位:円)

17,421917,000

2391,921,000
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品
額十

築
却賞価

構
減

、
、ノ

^
口

十
十

^
口

金
金
品
計

収
蔵



の主
貝負

の本

金
金
金
金
計
計
金
用
金
計
計

^
口

ノ

合
金

費

資

負

業

資
資
金

本
己
入
本
余
本

(
資
欠
イ
欠
剰
資
負

り

)

金
金
債
計
、
金
額
金

2

本
本

債4.固定

(1)他 借入△,十

(2)引
、ノ

イ退職給与引
ノ

口修繕引

引当金

固定負債合

5.流動負債

払(1)未

払(2)未

(3)預

流動負債

債負

21,655,678,000
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1.固

( 1 )

平成26年度市立福知山市民病院事業予定貸借対照表(当年度分)

3β37,989ρ00
21203,564,000

( 2 )

2 初

( 1 )
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( 3 )

(平成27年3 月 31 印
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220,491,000
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注記事項

1 重要な会計方針に係る事項

1.当年度より、改訂後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成してぃる。
2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によってぃる。

3.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

4.引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額のうち、一般△升が負担すると見'入まれる金額
を除く額を計上している。

なお、会計基準変更時の差異(7町,390,985円)にっいては、平成26年度から15年にわたり均等額を費用処理してぃる。
(2)賞与引当金

職員の期末'勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4
か月分)を計上している。

(3)法定福利費引当金

職員の期末'勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年声の負担に属する額(12月
から3月までの4か月分)を計上してぃる。

5.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。なお、控除対象外消費税等にっいては、当事業年声の費用として処理してぃる
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等にっいては、長期前払消費税勘定に計上し、建物等に係るものは20年間、器械備口等に係るものは
5年間で均等償却を行っている。

建物

構築物

器械備品

車両

(22)

フ~60年

10~60年

3 ~20年

5年



Ⅱ予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

該当なし

Ⅲ予定貸借対照表等に関する注記

1.企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債(1年内に償還予定のものも含む)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は6,17フ,374,016円である。

2.みなし償却制度の廃止に伴う経過措置の適用

平成26年3月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、みなし償

却規定を適用していなかったため、当該償却資産の減価償却累計額からみなし償却規定を適用していたならば行っていた減価償却累計額を控除

して得た額を利益剰余金に振替えている。

Ⅳセグメント情報の開示

該当なし

V 減損損失

該当なし

Ⅵリース契約により使用する固定資産

1.リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成26年3月31日以前のりース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

ノ

(23)



^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^ー

,^・^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^ー

平

予

成 26 年

企業 会計
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国民健康保険新大江病院事業
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1予算第2条業務の予定量
①病床数
②年間延入院患者数
③年間延外来患者数
④一日平均入院患者数
⑤一日平均外来患者数
⑥主要な建設改良事業

2 予算第3条及び第4条

事

7 2床
23, 725人
19, 440人

5人6

0人

病院施設整備事業

、ノ

区

収

庁言知一广ウ26

業
医業外収益

刀

第2部国民健康保険新大江病院事業
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他会計負担金
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その

医業外
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他

他
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業
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5
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イ左聾
1、Jし

3,336

賃

150,000

3 予算第5条

4 予算第6条

収益的収入及び支出

(B)(A)

資本的収入及び支出

(C)ー(D)

貸

うち消費税
予定額

169,164

、゛、

319,164

一般会計負担金

一般会計出資金

企業債

一般会計からの負担金

事

区

業

支

医業費用

19,164

150,000

刀

減価償却費

費 医業外費用

経
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(1)医業外収益

1.事
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業 費 用

大゛工1」出
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1.他
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1.資本的収入

款

(1)企

項

1.資本的支出

(2)他会計負担金
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収
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1. 業務活動によるキャッシュフロー
当年度純利益
減価償却費
支払利息、
小計
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュフロー
有形固定資産の取得による支出
企業債の借入による収入
一般会計から,の繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュフロー
建設改良企業債の償還による支出
貝オ務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額
資金期首残高
資金期末残高

玉 民健、
(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

2.

^

大11'、'ウ

3.

子,矢Eキ・シュ・フロー言 圭:

(単位千円)

△ 19,150
19,150
3 260

3 260

___"^
0

△ 300,000
150,000

____^
19,164

-4-

___ι、^
△ 19,164

0
0
0
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1. 医業費用

(1)減価償却
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(1)他会

(2)その他医業外収

医業外費用

(1)支払利息、

損
ー」与

経

当年度純損

前年度繰越欠損

年度未処理欠損
、ノ

'25 庁

2.

玉 民健

(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

辻广ウ 予定 "益量十一圭'『

18,173,000

42 000

3,593,000

5 000

3 茄6 000

8 215 00

(単位円)

3,598,000

556 000

18,215,000

18,173,000

18,173,000

36 347 000

42 000

54 520 000



6

庁

0
0

0
0

0
0

1
1

5
5

0
0

5
5

6
6

4
4

<

^
口

本
本
合

業
,

資
資
金

有
固
資

1. 固定資産
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イ
口

、ノ 庁玉民健25

ノ＼

減価償却累
械備
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車
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弓讐金:
金損欠

当年度未処理欠損金̂
互乞欠
蚕乞剰 口ノ

心、本資
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仕七昭
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54 520 000
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1.固定資産
(1)有形固定資産

士
建口

減価償却累計額
ハ器械 用口

減価償却累計額
車
減価償却累計額

有形固定資産合計
固定資産合計

△言十資産

7

ノ 肝玉民健26

2.固定負債
債業(1)止

イ建設改良等の財源に充てるための企業債
/＼債イE ^ 斗

固定 負債合

一大゛エザ」ウ
(平成27年3月31田

1,101,687,000

資"童"Z^

425 305 000

363,173,000
351 909 000

13,868,000

13,288 000

{省仕文照
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負'債_g^

(単位

295 150 000

745,901 000

円)

295,150,000
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3.流動負債
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注記事項

1 重要な会計方針に係る事項

1.当年度より、改訂後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

2.固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

・減価償却の方法
・主な耐用年数

建物

構築物
器械備品
車両

Ⅱ予定キャッシュフロー計算書等に関する注記

二亥当なし

Ⅲ予定貸借対照表等に関する注記

1.企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債(1年内に償還予定のものも含む)のうち、一般会計が負担すると見

込まれる額は 314,595,000円である。

Ⅳセグメント情報の開示

;亥当なし

V 減損損失

;亥当なし

Ⅵリース契約により使用する固定資産

該当なし

定額法による

フ~60年
10~60年
3~20年
5年
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